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・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和5年9月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．9月単月
　　請負金額が低調

（金額単位：億円）

　

-192 -6.9%

　当月の取扱は、件数が前年同月比－2.0％の13,955件、請負金額
が－7.6％の6,818億円となった。

件　数 13,955 14,233 -278 -2.0%

請負金額 6,818 7,376 -557 -7.6%

保証金額 2,605 2,798
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　２．4月～9月累計
　　請負金額が微増

（金額単位：億円）

保証金額 18,588 241

件　数

請負金額

　９月までの取扱は、件数が前年同期比＋0.5％の74,904件、請負
金額が＋0.4％の4兆8,224億円となっている。
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Ⅱ．発注者別状況

　１．9月単月
　　独立行政法人等で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和5年度 令和4年度

宮城（55） 茨城（50）

埼玉（36） 秋田（35）

神奈川（-105） 福島（-79） 6

岐阜（-29）

（Ａ） 国
　国土交通省などで増加したものの、環境省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－１２９億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等　
　中日本高速道路㈱などで増加したものの、日本中央競馬会、成田国際空港㈱などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　静岡などで減少したものの、宮城、茨城、埼玉、秋田などで増加した。
（Ｄ）市区町村

　東京などで増加したものの、神奈川、福島、岐阜などで減少した。
　神奈川は横浜市（－８４億円）などで、福島は福島市（－６０億円）などで、岐阜は御嵩町（－１４億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社

　東京都住宅供給公社などで減少した。
（Ｆ）その他

　東京港埠頭㈱などで増加した。

国 578 652 -74 -11.4%

2,589 2,658 -68

5.0%

-2.6%

-50.6%

請 負 金 額
増減額 増減率

659 1,333 -674

主    な   増    加 主    な  

国土交通省（78） 環境省（-128）

 減    少

6,818 7,376 -557 -7.6%

　その他で著しい増加、都道府県で堅調な増加となったものの、独立行政法人等、地方公社で著しい減少、国
で２桁の減少、市区町村でも若干の減少となったため、全体としても－7.6％の減少となった。

合         計

そ   の   他 347 177 170 96.3% 東京港埠頭（48）

東京都住宅供給公社（-16）

東京（139）

静岡（-36）

日本中央競馬会（-415）
成田国際空港（-172）

中日本高速（42）
独 立 行 政

法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 2,581 2,458 122

地 方 公 社 62 95 -32 -34.5%

その他 177（2.4%） その他 347（5.1%）

地方公社 95（1.3%） 地方公社 62（0.9%）

市区町村 2,658（36.0%） 市区町村 2,589（38.0%）

都道府県 2,458
（33.3%）

都道府県 2,581
（37.9%）

独法 1,333（18.1%）
独法 659（9.7%）

国 652（8.9%）

国 578（8.5%）
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　２．4月～9月累計
　　市区町村で若干の増加

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和5年度 令和4年度

6

（Ａ） 国
　防衛省などで増加しているものの、環境省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－３０１億円）などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　東日本高速道路㈱などで増加しているものの、
　日本中央競馬会、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで減少している。
（Ｃ）都道府県
　岐阜などで減少しているものの、埼玉、東京などで増加している。

（Ｄ）市区町村
　埼玉などで減少しているものの、東京、愛知などで増加している。
　東京は葛飾区（＋１２４億円）などで、愛知は半田市（＋９３億円）などで増加している。

（Ｅ）地方公社
　（一財）川崎市まちづくり公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　西知多医療厚生組合などで増加している。

埼玉（212） 東京（171） 岐阜（-153）

主    な   減    少

環境省（-296）

日本中央競馬会（－416）
鉄道・運輸機構（－237）

国 6,193 6,436 -243 -3.8%

224 1.5%

独 立 行 政
法 人 等

都 道 府 県 14,767 14,543

市 区 町 村 18,389

請 負 金 額

-752 -12.0%

防衛省（73）

東日本高速（189）

増減額 増減率 主    な   増    加

5,504 6,256

地 方 公 社 714 609 104 17.2%

　独立行政法人等で２桁の減少、国で若干の減少となったものの、地方公社、その他で２桁の増加、市区町村
で若干の増加、都道府県でも微増となったため、全体としても＋0.4％の増加となっている。

合         計 48,224

そ   の   他 2,655 2,282 373 16.4% 西知多医療厚生組合（68）

埼玉（-389）

48,009 215 0.4%

川崎市まちづくり公社（89）

17,881 507 2.8% 東京（745） 愛知（211）
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地方公社 609（1.3%） 地方公社 714（1.5%）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．9月単月
　　東北で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和5年度 令和4年度

東   北 1,096 1,377 -281 -20.4% 宮城（34） 秋田（24） 3 福島（-328） 岩手（-15） 3

関   東 3,317 3,688 -371 -10.1% 東京（149） 神奈川（78） 2 茨城（-277） 千葉（-221） 5

甲信越 628 486 141 29.2% 新潟（112） 山梨（18） 3 0

北   陸 337 363 -26 -7.3% 福井（1） 1 富山（-15） 石川（-13） 2

東   海 1,270 1,335 -64 -4.8% 岐阜（4） 1 愛知（-42） 静岡（-23） 3

その他 169 125 44 35.7% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 6,818 7,376 -557 -7.6% 6

（Ａ） 東北地区

　宮城、秋田などで増加したものの、福島、岩手などで減少した。

　福島は国（－１４６億円）などで、岩手は市町村（－１４億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　東京、神奈川で増加したものの、茨城、千葉などで減少した。

　茨城は独立行政法人等（－４２５億円）などで、千葉も独立行政法人等（－１６７億円）などで減少した。
　
（Ｃ）甲信越地区

　全ての県で増加した。

　新潟は市町村（＋９０億円）などで、山梨は県（＋２７億円）などで増加した。

（Ｄ）北陸地区

　福井で増加したものの、富山、石川で減少した。

　富山は独立行政法人等（－８億円）などで、石川も独立行政法人等（－７億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加したものの、愛知、静岡などで減少した。

　愛知は独立行政法人等（－６０億円）などで、静岡は県（－３６億円）などで減少した。

　甲信越で大幅な増加となったものの、東北で大幅な減少、関東で２桁の減少、北陸、東海でも低調となったた
め、全体としても－7.6％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
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甲信越 486（6.6%） 甲信越 628（9.2%）
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　２．4月～9月累計
　　甲信越で順調な増加

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和5年度 令和4年度

東   北 9,118 9,721 -603 -6.2% 秋田（120） 青森（71） 2 福島（-504） 宮城（-143） 4

関   東 21,808 21,203 604 2.8% 東京（1,100） 神奈川（53） 3 茨城（-237） 埼玉（-192） 4

甲信越 4,513 4,196 317 7.6% 新潟（207） 長野（127） 2 山梨（-18） 1

北   陸 2,862 3,065 -202 -6.6% 富山（37） 1 福井（-136） 石川（-104） 2

東   海 8,564 8,553 11 0.1% 愛知（152） 岐阜（29） 2 三重（-149） 静岡（-21） 2

その他 1,357 1,268 88 7.0% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 48,224 48,009 215 0.4% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、青森で増加しているものの、福島、宮城などで減少している。

　福島は国（－３０４億円）などで、宮城は市町村（－４１億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　茨城、埼玉などで減少しているものの、東京、神奈川などで増加している。

　東京は市区町村（＋７３４億円）などで、神奈川は国（＋１０９億円）などで増加している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で減少しているものの、新潟、長野で増加している。

　新潟は市町村（＋１１５億円）などで、長野は独立行政法人等（＋１２０億円）などで増加している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１４９億円）などで、石川は市町（－８２億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　三重、静岡で減少しているものの、愛知、岐阜で増加している。

　愛知は市町村（＋２１４億円）などで、岐阜は国（＋１０３億円）などで増加している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北、北陸で低調となったものの、甲信越で順調な増加、関東で若干の増加、東海でも微増となったため、全体
としても＋0.4％の増加となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 1,268（2.6%） その他 1,357（2.8%）

東海 8,553（17.8%） 東海 8,564（17.8%）

北陸 3,065（6.4%） 北陸 2,862（5.9%）

甲信越 4,196（8.7%） 甲信越 4,513（9.4%）

関東 21,203（44.2%） 関東 21,808（45.2%）

東北 9,721（20.2%） 東北 9,118（18.9%）

0

15,000

30,000

45,000

60,000

前年度 当年度

地区別取扱高（累計）億円

地区別増減状況（累計）億円

（ ）内は構成比

-6-



参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和5年度
（9月単月）

令和4年度
（9月単月）

令和5年度
（4月～9月累計）

令和4年度
（4月～9月累計）

青　 　　森 177 170 7 4.3% 1,322 1,250 71 5.7%

岩　 　　手 136 152 -15 -10.3% 1,179 1,294 -115 -8.9%

宮　 　　城 271 237 34 14.6% 1,735 1,878 -143 -7.6%

秋　 　　田 126 102 24 23.7% 1,139 1,019 120 11.8%

山　 　　形 134 138 -3 -2.8% 1,187 1,219 -31 -2.6%

福　 　　島 249 577 -328 -56.9% 2,555 3,059 -504 -16.5%

茨　　 　城 523 800 -277 -34.7% 2,330 2,567 -237 -9.2%

栃　　 　木 182 256 -74 -29.0% 1,182 1,195 -13 -1.2%

群　　 　馬 217 242 -25 -10.3% 1,215 1,206 8 0.7%

埼　　 　玉 409 410 0 -0.2% 3,111 3,304 -192 -5.8%

千　 　　葉 344 565 -221 -39.2% 2,583 2,698 -115 -4.3%

東　　 　京 987 838 149 17.8% 7,062 5,961 1,100 18.5%

神　奈　川 652 573 78 13.8% 4,322 4,269 53 1.2%

山　　 　梨 209 191 18 9.7% 879 897 -18 -2.0%

長　　 　野 139 128 10 8.3% 1,433 1,305 127 9.8%

新　 　　潟 278 166 112 67.8% 2,201 1,993 207 10.4%

富　 　　山 94 109 -15 -14.0% 836 799 37 4.7%

石　　 　川 146 159 -13 -8.3% 1,113 1,218 -104 -8.6%

福　 　　井 96 94 1 2.0% 912 1,048 -136 -13.0%

静　 　　岡 337 361 -23 -6.5% 2,180 2,202 -21 -1.0%

愛　　 　知 452 495 -42 -8.7% 3,773 3,621 152 4.2%

岐　　 　阜 268 264 4 1.8% 1,516 1,487 29 2.0%

三　　 　重 211 213 -2 -1.2% 1,092 1,242 -149 -12.0%

そ　の　他 169 125 44 35.7% 1,357 1,268 88 7.0%

合　　　計 6,818 7,376 -557 -7.6% 48,224 48,009 215 0.4%

東
　
海

工 事 場 所

区  分

東
　
　
北

関
　
　
東

甲
信
越

北
 

陸

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率

請　負　金　額 請　負　金　額
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参考２　請負金額階層別状況

１．9月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 231 3.4% 238 3.2% -6 -2.8% 0.2
2,000万円未満 468 6.9% 472 6.4% -4 -1.0% 0.5
5,000万円未満 1,303 19.1% 1,379 18.7% -76 -5.5% 0.4

小    計 2,002 29.4% 2,090 28.3% -87 -4.2% 1.1
１億円未満 1,265 18.6% 1,221 16.6% 43 3.5% 2.0
２億円未満 1,145 16.8% 1,053 14.3% 91 8.7% 2.5
５億円未満 891 13.1% 995 13.5% -104 -10.5% -0.4

小    計 3,301 48.4% 3,271 44.4% 30 0.9% 4.0
１０億円未満 471 6.9% 401 5.4% 70 17.6% 1.5
１０億円以上 1,042 15.3% 1,613 21.9% -570 -35.4% -6.6
小    計 1,514 22.2% 2,014 27.3% -499 -24.8% -5.1
合    計 6,818 100.0% 7,376 100.0% -557 -7.6%

２．4月～9月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,214 2.5% 1,252 2.6% -38 -3.1% -0.1
2,000万円未満 2,336 4.8% 2,278 4.7% 57 2.5% 0.1
5,000万円未満 6,453 13.4% 6,424 13.4% 29 0.5% 0.0

小    計 10,004 20.7% 9,955 20.7% 48 0.5% 0.0
１億円未満 7,200 14.9% 6,813 14.2% 386 5.7% 0.7
２億円未満 7,584 15.7% 7,278 15.2% 305 4.2% 0.5
５億円未満 7,768 16.1% 7,953 16.6% -185 -2.3% -0.5

小    計 22,552 46.8% 22,045 45.9% 507 2.3% 0.9
１０億円未満 4,439 9.2% 4,238 8.8% 200 4.7% 0.4
１０億円以上 11,228 23.3% 11,769 24.5% -541 -4.6% -1.2
小    計 15,667 32.5% 16,008 33.3% -340 -2.1% -0.8
合    計 48,224 100.0% 48,009 100.0% 215 0.4%

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
増　減　額 増　減　率

大
規
模

中
規
模

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

小
規
模

大
規
模

中
規
模
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参考３　資本金階層別状況

１．9月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 3,574 52.4% 3,524 47.8% 49 1.4% 4.6

１億円未満 919 13.5% 827 11.2% 91 11.0% 2.3

３億円未満 306 4.5% 350 4.7% -43 -12.3% -0.2

小    計 4,800 70.4% 4,702 63.8% 97 2.1% 6.6

１０億円未満 168 2.5% 149 2.0% 18 12.4% 0.5

１０億円以上 751 11.0% 1,513 20.5% -761 -50.3% -9.5

小    計 919 13.5% 1,663 22.5% -743 -44.7% -9.0

　共  同  企  業  体 1,098 16.1% 1,010 13.7% 88 8.7% 2.4

合    計 6,818 100.0% 7,376 100.0% -557 -7.6%

２．4月～9月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 19,901 41.3% 19,188 40.0% 712 3.7% 1.3

１億円未満 6,414 13.3% 6,002 12.5% 411 6.9% 0.8

３億円未満 2,595 5.4% 2,546 5.3% 48 1.9% 0.1

小    計 28,910 60.0% 27,737 57.8% 1,172 4.2% 2.2

１０億円未満 1,266 2.6% 1,305 2.7% -39 -3.0% -0.1

１０億円以上 7,146 14.8% 7,954 16.6% -807 -10.2% -1.8

小    計 8,412 17.4% 9,260 19.3% -847 -9.2% -1.9

　共  同  企  業  体 10,900 22.6% 11,011 22.9% -110 -1.0% -0.3

合    計 48,224 100.0% 48,009 100.0% 215 0.4%

令　和　5　年　度

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　4　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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参考４　 当年度発注工事・過年度発注工事別状況

１．9月単月
（金額単位：億円）

区  分

発 注 者 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

国 423 431 -8 -1.9% 155 221 -66 -29.9%

独立行政法人等 212 893 -681 -76.3% 446 440 6 1.5%

都　道　府　県 2,463 2,374 89 3.8% 117 84 33 40.1%

市　区　町　村 2,487 2,457 30 1.2% 102 200 -98 -49.1%

地　方　公　社 61 82 -21 -25.6% 1 12 -11 -92.0%

そ　　の　　他 291 167 124 74.7% 56 10 45 450.1%

合　　　　　　計 5,939 6,406 -467 -7.3% 879 969 -90 -9.3%

２．4月～9月累計
（金額単位：億円）

区  分

発 注 者 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

国 2,735 2,928 -192 -6.6% 3,457 3,507 -50 -1.4%

独立行政法人等 1,240 1,977 -736 -37.2% 4,264 4,279 -15 -0.4%

都　道　府　県 10,005 9,698 306 3.2% 4,762 4,844 -82 -1.7%

市　区　町　村 14,250 13,054 1,196 9.2% 4,138 4,827 -688 -14.3%

地　方　公　社 591 491 99 20.2% 122 117 5 4.6%

そ　　の　　他 1,326 1,139 186 16.4% 1,329 1,142 186 16.3%

合　　　　　　計 30,150 29,290 859 2.9% 18,073 18,718 -644 -3.4%

※当年度発注工事、過年度発注工事とは（令和5年度の場合）

　　当年度発注工事とは請負契約日が令和5年4月1日以降のものをいい、過年度発注工事とは請負契約日が令和5年3月31日以前のものをいう。

　　過年度発注工事には、ゼロ国債や継続工事の2年目以降のものなどが含まれる。

過　年　度　発　注　工　事

請　負　金　額
増　減　額 増　減　率

請　負　金　額
増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

過　年　度　発　注　工　事

請　負　金　額 請　負　金　額

　　　　　　　　　当年度発注工事

請負契約日が令和5年3月以前

　　　　　過年度発注工事

請負契約日が令和5年4月以降

当　年　度　発　注　工　事

増　減　額 増　減　率

当　年　度　発　注　工　事
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